－東電も政府もＩＡＥＡも、狙いは原発“復興”！－

『天動説（小細工）』から『地動説（廃炉）』へ！
2011.6.12

【「原子力ムラ」を超える「原子力シンジケート」＝ＩＡＥＡ】

福島第一原発事故発生から早くも３ヶ月となりますが、５月中旬以降、東電からは事故データ（5.16）・解析結果（5.23）などが公表され、それを受けて原子力安全・保安院は事故解析結果を公表し（6.6）、それらに基づき政府のＩＡＥＡ（国際原子力機関）提出用の報告書（6.7）がまとめられました。それらにより“ようやく”福島原発事故で１～３号機とも炉心熔融（メルトダウン）とその後の熔融燃料の圧力容器底部への移行や圧力容器からの一部漏出（メルトスルー）などが生じていたことを東電も国も認めましたが、同時に各種の安全対策（津波・電源対策）が提言され、それらを実施することで原発の安全性は確保されるとして、浜岡原発以外の原発の運転継続・早期運転再開を進める方針のようです。

マスコミは、国内の原発推進体制については「原子力ムラ」などと表現してようやく批判を始めた一方で、ＩＡＥＡについては「国際的な原子力の権威・核の見張り役」と“持ち上げ”、そこで原発の安全性がキチンと議論され、国際的な安全基準が確立されるかのように報道しています。

でも、ＩＡＥＡは、1986年旧ソ連・チェルノブイリ原発（黒鉛減速軽水冷却沸騰水型・ＲＢＭＫ）事故後、当時の「冷戦下」でも原発推進で利害が一致した米・ソ・英・仏を中心に、事故原因が制御棒の設計ミスにあったことを隠して「運転員の６つの規則違反・操作ミス」に責任転嫁したため＜詳細は「経セミ増刊　チェルノブイリ原発事故」日本評論社1986＞、日本の「原子力ムラ」も、沸騰水型・ＢＷＲや加圧水型・ＰＷＲの軽水炉と違って「（出力暴走し易い）正のボイド係数」になっていた、圧力容器がなかった、などという“違い”が強調され（実際には設計思想の違いによるもので、一長一短）、‘日本の原発は安全’ということにされました。また、最近でも、2007年中越沖地震後に柏崎刈羽原発を視察し、機器・設備に地震による重大な損傷なし、「すべての原子炉は堅実で安全だった」と東電・政府を追認するコメントを出し、運転再開を“支援”したのもＩＡＥＡです（そのジャメ団長なども今回の来日メンバーに入っています）。このようにＩＡＥＡは、原子力の平和利用を推進するための「国際的原子力シンジケート」でしかありませんから、原発の根幹（廃炉）に関わる安全性論議など全く期待できません。

【現実を直視しない「概要」の認識】

それでは、東電や国の事故解析の集大成とも言える「6.7ＩＡＥＡ用報告」の概要（以下「概要」：下線部は筆者）に基づき、原発の“復興”が本当に可能かどうか、検証してみます。
まず「我が国は、この事故が世界の原子力発電の安全性に懸念をもたらす結果となったことを重く受け止め反省している。そして、何よりも事故の発生によって、世界の人々に放射性物質の放出について不安を与える結果になったことを心からお詫びする。」と述べ、単なる「心理面」に対してしか“反省”しておらず、原発周辺・福島県内に限らない広範な避難・屋内退避や拡大する一方の放射線・放射能汚染という「物理的・経済的被害」に対する謝罪の言葉はありません。また、福島事故は、自然災害を契機にし、複数号機でシビア・アクシデント（過酷事故）が同時発生したことが、過去のスリーマイル原発事故・チェルノブイリ原発事故と様相が異なるところとしながら、「原子力に携わる者の原子力安全に対する過信を戒めるもの」という程度の認識でしかありません。
【「教訓」を活かさない“安上がり”対策】

では、肝心の「事故の教訓」はというと、１：過酷事故防止策の強化、２：過酷事故対応策の強化、３：原子力災害への対応強化、４：安全確保基盤の強化、５：安全文化の徹底、の５群の「教訓」を示していますが、中身のないスローガン＝「～を強化・徹底する」を列挙しただけです。

その中で、筆者の目を引いたのは、１（６）で同一地点への複数炉立地を問題とした点です（6.9朝日社説も指摘）。多くの原発立地点で、取水口や排気塔さらには中央制御室など、多くの重要施設・設備まで共用にして“安上がり”にしていますが、福島事故では、建屋周辺に水素爆発で飛散した高線量の放射性ガレキが各号機での作業を大きく妨げているのはもちろんのこと、４号機水素爆発の水素が共用排気塔から逆流した３号機からの水素ではないかとか、３号機水素爆発で隣接２号機原子炉建屋の排気パネルが開いたのではないかと指摘されていますが（真偽不明）、最終的には「原子炉の事故時操作が、他の原子炉の操作と独立して行なえるようにする」「工学的な独立性を確実にし…事故の影響が隣接炉に及ばないようにする」として、共用設備を物理的に完全分離（設備の増設）したり、根本的に複数炉立地を解消するなどの“費用がかかる”提言はなされませんでした。
また、１（７）で「使用済燃料プールが原子炉建屋の高い位置にあった」ことが事故後の注水作業に困難を生じさせたとして「施設や建屋の適切な配置」を提言していますが、結局は「同等の機能を有するための追加的な対策を講じる」として（プールより高い注水設備設置では建屋爆発で同じ結果となりますし、筆者には「同等の機能」の具体策が想像できません）、低い位置へのプール配置という「教訓」を全く活かそうとしていません（そもそもＢＷＲでは不可能でしょうが）。
ほかにも、「強化」ということで多くの設備・機器の増設や組織・体制の見直しなどが謳われています。しかし、これまでも事故が起きるたびに原因箇所・問題箇所は「強化・徹底」されてきたはずですが、そのような“小手先・口先”だけの再発防止対策では過酷事故・原発震災を防げなかったということが、福島事故の「最大の教訓」ではないでしょうか。

【原発の『究極の安全対策』は？】

一方、４（２３）では、これまで曖昧にされてきた「推進・規制一体の原子力行政」の問題が指摘され、４（２４）でも、国の原子力安全・防災の法体系・基準・指針類の「見直し・整備」に言及し、既存原発・老朽化原発の新法令・新知見による見直しにも言及しています。また、４（２６）で、「安全系の独立性と多様性の確保」を改めて打出し、これまで広報・パンフレットで宣伝してきた『多重防護』が現実にはなされておらず、「共通原因故障＝共倒れ」が生じたことを“素直に？”認めています。さらに、５（２８）でも、原子力事業者も国も、安全性向上やわずかな疑念に真摯に取組んできたかを省みる必要がある、としています。
かつて、太陽系惑星の運行は、「地球中心の円運動」に様々な工夫・小細工が凝らされた『天動説』（プトレマイオス理論）で説明されてきましたが、根本思想が間違っていたため、結局は「太陽中心」の『地動説』（コペルニクス理論）に席を譲らざるを得ませんでした。
それに倣えば、単に「お湯を沸かす」ために“危険で人手に負えない”核分裂・放射能を扱う『原発』では、次々と安全設備・機器を付け加えたり規制を強化しても、当初から懸念されていた「燃料熔融」を防ぐことができず、広範囲・多数の人々・将来世代にも及ぶ「放射能汚染・放射線被曝」を生じさせたほか、「トイレなきマンション」と批判されてきた廃棄物問題も未だに解決の糸口さえ見つけられず、運転間隔延長・定検期間短縮などの安全性を後回しにしての経済性やエネルギー安定供給・ベストミックスという謳い文句も「複数炉同時停止」で“化けの皮”がはがれています。
「原子力安全対策の根本的な見直しが不可避であると認識」した今だからこそ、小手先・口先だけの対策強化で「経済性と安全性のせめぎ合い状態」をいつまでも放置することなく、大きく発想転換して、全ての原発を廃炉にし、原発に依存しないエネルギー体制を構築して、これ以上の放射線・放射能の脅威を生じさせない『究極の安全対策』を実施することが必要だと思います。

